
Ⅰ．はじめに

現状の中山間地問題は，中国山地から発信されて以来，

活発に議論され，近年では実効的な中山間地対策が取り

組まれるようになった．しかしながら近代日本における

中山間地の実態を踏まえた議論は，管見のかぎりではあ

まりみられない＊１． また，農業史や経済史においても，

中山間地を地帯構造論の枠組みから除外してきたため，

その歴史実態は不明のままである．

本稿は，上記の研究状況を踏まえて近代，とりわけ日

露戦前後における島根県中山間地の農家・農村経済の実

態解明を課題とする．この時期は鑪業と木炭業の衰退期

にあたる．本稿では地域の産業経済の変容解明を具体的

な課題としたい．さらに先行研究①②で指摘された島根

県中山間地農家の「商業的性格」論や同地域の地域資源

利用（「米＋和牛＋特産物」）論についても検討したい．

研究対象としては中国中山間地に位置する島根県邑智郡

田所・矢上・三原の３ヵ村（現在，邑南町）『農事調査報

告書』の比較検討を通して本課題に接近したい＊２．なお，

構成は，Ⅰ．はじめに，Ⅱ．町村是研究と島根県『農事

調査報告書』，Ⅲ．日露戦前後の農家・農村経済，Ⅳ．お

わりに，である．

Ⅱ．町村是研究と島根県『農事調査報告書』

１）町村是研究の動向

町村是は，日露戦後経営の農村振興策定のために全国

的に町村レベルで取り組まれた実態調査である．島根県

では島根県農会の指導のもと各町村農会によって実施さ

れたのでタイトルが『農事調査報告書』となっている．

内容は，ほぼ全国共通の構成で「実態調査」編と「将来

計画＝是」編の２つからなる．これら町村是や農事調査

報告書に関する研究は，戦後，とりわけ１９６０年代以降，

本格的な研究蓄積が見られた＊３．

そのなかで山陰の町村是（農事調査報告書）は，他都

道府県に比べて豊富な現存状況（表１参照）＊４にあるが，

管見の限りでは同研究は限られている．そのなかで神立

春樹と同研究室のメンバーの一定の成果がある．以下，

概観しておく．神立の「１９１０年代の山陰一農村における
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農村民の生活事情－島根県八束郡『村是』（１９１９年）によ

る検討－」（『岡山大学経済学会雑誌』８５年）と「大正初

期の中国山地農村における農村民の生活事情－鳥取県日

野郡石見村の場合」（『同上』８７年）は全国的にも早い段

階で農民の消費生活面を検討した成果である．一方，後

者には鳥取県日野郡の町村是史料を使って消費生活面を

分析した大川篤志「明治期の鳥取県における消費生活－

郡是・村是資料の整理を中心に」（『岡山大学大学院文化

科学研究科紀要』０２年）と島根県八束郡大庭村の関連史

料を使って考察した奥（木村）須磨子の一連の研究（「大

正中期農村調査報告書の一事例，島根県八束郡大庭村」

『明海大学教養論文集』９８年，「大正期地方都市近郊農村

における農家経営－島根県八束郡大庭村黒田畦の場合」

『岡山大学大学院文化科学研究科紀要』，９９年，「大正期に

おける地方都市近郊農村の食料消費－島根県大庭村黒田

畦の場合」『岡山大学大学院文化科学研究科紀要』００年，

「大正期地方都市近郊農家の所得構造－島根県大庭村黒田

畦の場合」『岡山大学経済学会雑誌』００年）がある．この

他，島根県の自治体誌（史）であるが，『温泉津町誌 中

巻』（森安 章「日露戦争と温泉津地域」温泉津町，９２年）

と『八雲村誌』（竹永三男「農事調査報告書の世界」八雲

村，９８年）は『農事調査報告書』を使って農業構造と消

費構造について詳しく通史的に取り上げている．

２）島根県『農事調査報告書』

島根県『農事調査報告書』は，島根県農会の「農事調

査」事業として＊５，１９０１年７月の八束郡忌部村農会の「農

事調査」を皮切りに各郡の町村農会が取り組んでいった．

現在，島根県『農事調査報告書』は，１０８点現存してい

る．これら島根県『農事調査報告書』の特徴は，福岡県

１８６点，新潟県１６８点に次ぐ現存数を数え，県農会の指導

（統一した調査様式と刊行）のもと町村農会が主体となっ

て実施した点等である．

表１はそれらを調査年次別郡別に分類した一覧である．

同表からは以下の３点を特徴として挙げられる．１）２９０旧

町村中１／３に当たる１０４町村の『農事調査報告書』が現

存，２）郡間で現存町村のばらつき，とりわけ能義郡と大

原郡では全町村で現存，３）４町村で２回調査を実施．

３）島根県邑智郡３ヵ村『農事調査報告書』

島根県邑智郡は明治の行政村が３０ヵ村あった．そのう

ち田所村，矢上村，三原村の３村で作成されたものが現

存している．すなわち『島根県邑智郡矢上村農事調査報

告書』（調査年１９０１年），『島根県邑智郡三原村農事調査報

告書』（調査年１９０２年），『島根県邑智郡田所村農事調査報

告書』（調査年１９０６年）である．調査主体は各村農会長，

調査委員数名，県農会技師，郡農会技手等の構成で取り

組まれ，島根県農会から発行された．

これら『農事調査報告書』は，「総論之部」（地理・沿

表１ 調査年次別郡別町村『農事調査報告書』所在一覧

郡別 町村数 現存町村 ０１年 ０２年 ０３年 ０４年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年 １０年＊ 合計

八束郡 ３８ ２４ １ ２ ３ ２ ５ ３ ２ ２ ５ ２５

能義郡 １６ １６ １ １ １４ ２ １８

仁多郡 １０ ５ １ １ １ ２ ５

大原郡 １２ １２ １ ２ ５ ４ １２

飯石郡 １７ ４ １ １ １ １ ４

簸川郡 ４７ ３ １ １ １ ３

邇摩郡 ２０ ９ １ １ ２ １ ３ １ ９

安濃郡 １０ ９ １ １ ７ ９

邑智郡 ３０ ３ １ １ １ １ ４

那賀郡 ４５ ３ １ １ １ ３

美濃郡 ２１ ８ １ ２ １ ２ ２ ８

鹿足郡 １２ ７ １ １ ２ １ ２ ７

隠岐４郡 １２ １ １ １

合計 ２９０ １０４ １３ １１ ５ ２ ２ １６ ６ １９ １０ ２４ １０８

＊１９１０年以降計
１．「島根県町村農事調査報告書所在一覧」（『島根近代史研究会会報』第６号、１９８５年）
２．一橋大学経済研究所附属日本経済統計情報センター編『「郡是・町村是資料マイクロ版集成」目録・解題』（丸善、１９９９年）

５０ 島根大学生物資源科学部研究報告 第１１号



革，土地・耕地の状況他），「経済之部」（収入＜農業＞，

支出＜生活費，農業生産費＞他），「参考之部」（地主小作

関係，農業労働，地主・自作農・小作農の収支，重要農

作物他），「将来村是之部」（生産の増殖）の４部門から構

成されている．したがって同じ指標でもって各項目の比

較検討が可能である．ここでは１９０６年調査の田所村を基

軸に，１９０１年調査の矢上村と１９０２年調査の三原村との比

較検討を通して日露戦前後の農家・農村の経済構造を把

握したい．

Ⅲ．日露戦前後の農家・農村経済

１）各村の概況

①地理及沿革

田所村：「地形東西に短く南北に長くして恰も長方形

をなし其地勢西南北の三面は連々たる山嶽に包囲せらる，

中央は出羽川流れ稍平坦にして地味肥米作に適す」「本村

は総て疎居的村落にして西南北の山間には纔に十戸に充

たざる部落点在し全村を十九部落に区分す」「明治二十二

年四月市町村制実施迄鱒淵，下田所，上田所，下亀谷，

上亀谷の五村に分れ」ていたが，「今は郡内に冠たる大村

となれり」（下線，筆者，以下同じ）．

矢上村：「村内部落を十二に区別し其内町区，京面峠

区は相接して戸数百余戸あり人烟稍々稠密の地なりと雖

も本村は概して疎居的村落を形成す」「自治制の布かるヽ

に及ひ本村は再び別れて独立村となれり以上の如く矢上

村は太古より一村にして」「郡内最大の村なり而して本村

往古より砂鉄採取の業盛に行はれ村民の大部分は専ら之

に依て生活し耕宅地増加の原因も主に之に基せり」．

三原村：「川流の沿岸は地稍々平坦に属し耕地相連る」

「本村は三大字より成る・・・人煙稍々稠密の処ありと雖

とも本村は概して疎居的村落なりとす」「本村は往古より

砂鉄採取の業盛に行はれ村民の大部分は之に依て生活し

耕地は多く砂鉄採取地の跡なりとす」．

②道路・交通

田所村：「村は山間の僻地にして道路狭隘，交通は不

便の地なりしか，明治二五，六年以来の村長之を憂ひ十

二年計画を以て村内十一線の道路を改修する目的を立て

既に出羽村境より本村縦貫して広島県に通する道路を改

修し，続いて矢上村より之に合するものの井原村より来

るものの二線を完成して大に交通の便を開き，今や石見

国東部地方より広島県に往復するの貨物は越年夥しく本

村を通過するを以て沿道の細民は之れか為めに生計の途

を得るもの甚多きに至れり．尚進んて計画中の道路改修

を了せし暁は山林に富むの本村の林産物搬出は勿論産業

上著しき進歩を見るに至べし」．

矢上村：「明治二七年縦貫線の道路を完成し西浜田よ

り東備後三次に交通の便開け又明治二十九年より工事に

着手したる横貫線今や殆んと完成し，北江津港より南広

島に通ずる道路に接続するを以て貨物の輸出入共に荷車

に依るの便を得るに至れり，然れども海岸を距る八里市

街を去る十余里概して交通不便の境涯にあり」．

三原村：「本村の道路は険悪にして交通大に不便なる

も目下改修」．

田所村は，矢上村や三原村以上に道路の整備が進み，

地域産業が変容しつつあった．すなわち，鑪業が衰退す

るなかで新たに荷車引き等に従事する「農村雑業層」が

誕生したのである．

２）土地利用概況

各村の土地利用状況は表２とおりである．山林の占め

る割合は，田所村９２．３％，矢上村７７．１％，三原村６３．４％

の順番であった．一方，水田の占める割合は田所村

５．３％，矢上村１６．９％，三原村２２．４％であった．

３）農村の経済構造（産業別付加価値生産額）

表３は村別産業別収入額（付加価値生産額）を示して

いる．田所村は約１２万５千円で，農業収入が６１％の約

７万６千円であった．矢上村は約１０万４千円で，農業収

入が４６％の約４万７千円，労働賃金約１万４千円，商業

収入約９千円であった．三原村は約４万４千円で，農業

収入が５０％の約２万２千円であった．

三原村，矢上村，田所村の位置図
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表４は村別産業別戸数（専業＋「主業」）を表している．

田所村は全戸数６９９戸，うち農業５４２戸（農家割合

７７．５％），工業７４戸，商業３０戸，雑業５２戸，漁業１戸で，

矢上村は全体で６９４戸，うち農業５２８戸（同７６．１％），工

業３３戸，商業３６戸，雑業９７戸で，三原村は全体で３２１

戸，うち農業２６５戸（同８２．６％），工業１８戸，商業１２戸，

雑業２６戸であった．

４）農業の生産構造

①専兼別農家戸数・比率

表５は村別専兼別農家戸数・比率である．田所村は農

家６３４戸，うち専業５４２戸・８２．６％，「主業」１８戸，「兼

業」（第２種兼業に相当）９２戸であった．矢上村は，農家

５７９戸，うち専業４５６戸・７８．８％，「主業」７２戸，「兼業」

５１戸であった．三原村は農家２９８戸，うち専業２０３戸・

６８．１％，「主業」６２戸・２０．８％，「兼業」３３戸であった．

②所有規模別戸数・割合

表６は各村の所有規模別戸数・割合である．田所村と

矢上村は５反以下所有規模が約６割で，三原村は約４７％

であった．大規模所有層は田所村が５～１５町層５戸，矢

上村５～１０町７戸，１０～２５町層３戸，三原村が５～１０町

５戸，１０～３０町３戸，６５～７０町１戸であった．

③経営規模別戸数・割合

表７は村別経営規模別戸数・割合である．田所村は５

反以下層４９．０％，矢上村は５反～１町層４４．６％，三原村

は５反～１町層３７．６％とそれぞれの階層が多かった．

④自小作別戸数・経営面積・比率等

各村別自小作別農家戸数・作付面積（単位：町）・割合

は表８のとおりである．田所村，矢上村，三原村の３村

はそれぞれ独自な階層構造を有していた．すなわち，田

所村は，戸数割合では自小作農が最も大きく，作付面積

割合で自作農が大きかった．矢上村は，戸数割合では小

作農が最も大きく，作付面積割合では自小作農が最も大

表２ 各村の土地利用状況 面積（町）

田所村 矢上村 三原村

地目 面積（町） 比率 面積（町） 比率 面積（町） 比率

田 ３３１ ５．３％ ３１１ １６．９％ ４２３ ２２．４％

畑 ７３ １．２％ ６７ ３．６％ １９７ １０．４％

宅地 ２５ ０．４％ ２４ １．３％ ５４ ２．８％

山林 ５，７６３ ９２．３％ １，４２２ ７７．１％ １，１９６ ６３．４％

計 ６，２４６ １００．０％ １，８４４ １００．０％ １，８８４ １００．０％

出典：田所、矢上、三原の各村『農事調査報告書』、以下同じ。
合計に原野、その他含む。

表３ 村別産業別付加価値生産額（円）

田所村 矢上村 三原村

農業収入＊１ ７６，０９０ ４７，４３２ ２１，８１６

林業収入 ８，３５９ ５，６８９ ６，８９４

工業収入 ４，８２２ ６，１１７ １，６０３

商業収入 ５，２０５ ８，９１０ ７５９

雑業収入 ５，２０７ ６，５７４ ２，３４１

副業収入 １，８４６ １，９５１ ３３４

労働賃金 ５，４３３ １３，４８３ １，９３１

産出肥料 １１，５７４ ８，６６７ ２，６８５

合計 １２４，９３６ １０３，９４８ ４３，５８０
＊１農業生産費控除分、合計に漁業含む。

表４ 村別産業別戸数

田所村 矢上村 三原村

農 業 ５４２ ５２８ ２６５

工 業 ７４ ３３ １８

商 業 ３０ ３６ １２

雑 業 ５２ ９７ ２６

計 ６９９ ６９４ ３２１

数字は専業＋「主業」の合計戸数、農業に林業含む。合計には
その他含む。

表５ 村別専兼別農家戸数・比率

田所村 比率 矢上村 比率 三原村 比率

専 業 ５２４ ８２．６％ ４５６ ７８．８％ ２０３ ６８．１％

主 業 １８ ２．８％ ７２ １２．４％ ６２ ２０．８％

兼 業 ９２ １４．５％ ５１ ８．８％ ３３ １１．１％

計 ６３４ １００．０％ ５７９ １００．０％ ２９８ １００．０％

表６ 村別所有規模別戸数・割合

町 田所村 比率 矢上村 比率 三原村 比率

５～１５ ５ ０．８％ １０ ２．５％ ９ ６．２％

２～５ ２４ ３．７％ １２ ３．１％ ６ ４．１％

１～２ ９０ １４．０％ ５８ １４．８％ ３８ ２６．０％

０．５～１ １３１ ２０．４％ ７７ １９．６％ ２４ １６．４％

～０．５ ３９１ ６１．０％ ２３６ ６０．１％ ６９ ４７．３％

計 ６４１ １００．０％ ３９３ １００．０％ １４６ １００．０％

表７ 村別経営規模別戸数・割合

町 田所村 比率 矢上村 比率 三原村 比率

２～５ ３ ０．５％ ２ ０．３％ １ ０．３％

１～２ １０６ １７．０％ ７７ １３．３％ １０２ ３４．２％

０．５～１ ２０９ ３３．５％ ２５８ ４４．６％ １１２ ３７．６％

～０．５ ３０５ ４９．０％ ２４２ ４１．８％ ８３ ２７．９％

計 ６２３ １００．０％ ５７９ １００．０％ ２９８ １００．０％
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きかった．三原村は戸数割合，作付面積割合とも小作農

が最も大きかった．なお平均作付面積は，田所村が全体

で０．６９町，自作農０．８８町～小作農０．３５町，矢上村が平

均０．５９町，自作農０．８町～小作農０．４７町，三原村が自作

農，自小作農，小作農ともほぼ同じ１町弱であった．

⑤小作地率

小作地率（田畑計）は，田所村２７．４％，矢上村５８．６％，

三原村７０．７％と大きな開きがあった．ちなみに島根県平

均は矢上村に近い５３．０％であった．

５）農林業生産の概況

①村別農作物生産額

表１０の村別作物別生産額をみると，村間で農業生産額

に３倍の格差がみられた．すなわち田所村約１０万５千円

に対して矢上村約７万円，三原村約３万１千円であった．

作物別では各村とも米をはじめとする穀類が生産額，割

合（７割～８割）とも圧倒的に大きく，畜産物，蔬菜類，

果樹類の商品作物はいまだわずかな生産額，比率でしか

なかった．

以下，田所村「参考之部」から重要農作物，大麻作，

畜産をみておく．なお，榎論文で指摘されていた商品生

産的な養蚕，紙漉，製茶等についてはとくに記述はなく，

副業については「績苧の外記すべきものなし」とされ，

日露戦前後は商品生産が未展開であった．なお矢上村，

三原村においても田所村とほぼ同じ状況であった．

ア）重要農作物の変遷

「作物は古来著しき変遷なし．本村は由来寒地なるを以

て古来より稲は早熟種の栽培多く，尚近来麦の盛なるに

従ひ競ふて早熟種を栽培するの傾向一層増加せり．麦作

は古来大麦主に栽培せられつヽありしも近時其大部分は

裸麦と変し，大麦は遂に二三町歩の栽培に過ぎざるに至

れり．・・・畑作に於ては夏は主として大麻大豆小豆を

栽培し，後作は大根粟裸麦小麦を栽植することと依然と

大差なしと雖も近く明治十四五年以来甘藷の栽植盛大な

り．且つ馬鈴薯夏大豆等漸次栽培面積を増加す．」

イ）大麻作

「畑地大麻作に適するを以て産額も多く古来より鱒淵苧

と称し広島尾の道大坂地方へ輸出して声価を博せり」

ウ）畜産

「馬は旧炉業盛なるとき運搬用として各部落二三頭つゝ

飼育居りしも今は道路改修の為め荷車を用ふるに至りて

飼育せざるに至れり．牛は古来より飼育し主として田地

の耕作用に供し山間部に於ては犢牛産出の目的を兼ね牝

牛を飼育・・・」

②村別林産物

３ヵ村とも薪を除いて木炭や木材をはじめとする林産物

の生産は総じてあまり振るわなかった．なお田所村「参

考之部」林業の解説は以下のとおりである．「昔時は製鉄

業盛にして山林の大部分は大概鑪用木炭山に供せしが今

は製鉄業衰微して木炭は広島地方に輸出し一部は隣村の

銀鉱に輸出せらる・・・杉材栗材松材等の材木も漸次伐

採するが故に用材の欠乏を告くるに至れり．茲に於て本

村は明治二十九年以来村農会の事業として杉桧の種子を

表８ 村別自小作別農家戸数・作付面積・割合

田所村 自作農 自小作農 小作農 計

戸 数 ２５５ ２６５ １０３ ６２３

割 合 ４０．９％ ４２．５％ １６．５％ １００．０％

田 畑 計 ２２４．４ １７５．２ ３６．３ ４３５．８

割 合 ５１．５％ ４０．２％ ８．３％ １００．０％

１戸当（町） ０．８８ ０．６６ ０．３５ ０．６９

矢 上 村 自作農 自小作農 小作農 計

戸 数 ９８ ２１２ ２６９ ５７９

割 合 １１．０％ ２３．８％ ４６．５％ １００．０％

田 畑 計 ７８．８ １４０．５ １２８．１ ３４７．３

割 合 ２２．７％ ４０．４％ ３６．９％ １００．０％

１戸当（町） ０．８ ０．６６ ０．４７ ０．５９

三 原 村 自作農 自小作農 小作農 計

戸 数 ４２ ９５ １６１ ２９８

割 合 １４．１％ ３１．９％ ５４．０％ １００．０％

田 畑 計 ３９．２ ８７．５ １４６．２ ２７２．９

割 合 １４．４％ ３２．１％ ５３．６％ １００．０％

１戸当（町） ０．９３ ０．９２ ０．９１ ０．９１

表９ 村別小作地率

田所村 矢上村 三原村 島根県

計 ２７．４％ ５８．６％ ７０．７％ ５３．０％

島根県：１９０６年時点、島根県農地開拓課『島根県農地改革誌』
（１９５９年）p１４

表１０ 村別作物別生産額（円）

田所村 矢上村 三原村

穀 類 ７２，８６４ ５３，９４９ ２０，８８０

豆 類 ２，８１３ １，７５７ １，６０４

蔬 菜 類 ４，６８８ ４，３９６ ２，５２７

果 実 類 ４６８ ９３

特用産物 ６，４５０ １，０７２

雑 類 １１，３７４ ７，９８７ １，７８３

養 蚕 ２９５ １，７７２ ７５６

畜 産 ５，７４９ ５０６ １，９４６

合 計 １０４，７３８ ７０，３６６ ３０，５６８

伊藤康宏：近代島根県における中山間地の農家・農村の経済構造 ５３



取寄せ大いに造林を奨励せし．結果今や是等の植付くる

もの村内数十町に及べり．」

６）農業労働―「参考之部 第四農業労働の状況」

田所村：「本村農民は性質勤勉にして労働に精励す．

然れども近来農労働の益繁激となると生計程度の上進す

る割合に収入増加せさるを以て，一時収入の増加するに

迷ひ永遠に計を立つることなく九州又は広島地方出稼す

るもの多く年々農労働者の数を減ずるに至れるは遺憾と

する所なり．」

矢上村：「本村農民は一般労働に勤勉にして他意なし

と雖とも現今の青年輩に至りては漸く労働を厭ふもの輩

出し農家の子弟にして職工となり或は出稼をなすもの多

きに至れり．」

三原村：「本村は古来鉄業に従事せしもの多く従つて

一般に懶惰の風あり就中農労働を厭ふの傾向あり近時鉄

業の廃止後稍其風を改めしも因習の久しき総ての労働に

勤勉ならず．」

すなわち農業労働を厭い，職工や出稼ぎとなって村外

へと流出する農家（子弟）が相当数，見られた．

７）農林業・副業の振興策

農林業と副業の振興策について「将来村是之部（生産

の増殖）」でみておきたい．まず矢上村と三原村であるが，

前者は１．耕地整理及暗渠排水の実施，２．田地裏作の奨

励，３．肥料の増施，４．大麻作の改良，５．養蚕の改良，６．畜

牛の改良，７．造林の奨励を，後者は１．耕地整理及暗渠排

水の実施，２．田地裏作の奨励，３．肥料増施，４．桐の増

植，５．楮の増植，６．養蚕の奨励，７．畜牛の改良，８．造林の

奨励を，それぞれ挙げていた．一方，田所村では１．耕地

整理の実施，２．田地裏作の奨励，３．稲作の改良，４．果樹

の増殖，５．藺の栽培・畳表の製造，６．苧績，７．養蚕の拡

張，８．畜牛の改良，９．養鶏の奨励，１０．造林奨励が挙げら

れていた．以下，商品作目として期待された果樹，養蚕，

養鶏，造林の振興策と取り組み主体について見ておく．

①果樹の増殖「善良なる苗木を廉価に供給するの途を講

するを要す．依て村農会に於ては適当なる地方より確実

廉価なる苗木を購入するか又は村農会自ら苗圃を経営し

て苗木栽培を行ふ可し．・・・尚栽植に当りては村農会

に於て適当なる注意と指導を与へ，十分利益を挙くるを

期し，又生産果物の共同販売の方法を立つるを要す．」

②養蚕の拡張「先つ必要なるは桑園の改良及増設之れな

り所要の桑苗は村農会に於て直営又は委托の方法により

桑苗園を設置して其供給の便を図るか又は確実なる苗木

購入を紹介するにあり．又良好なる蚕種を廉価に供給す

ると生産苗を適当の価格に販売することは特に注意を要

す．・・・宜しく産業組合法によりて購買組合及販売組

合を設置して桑苗，肥料，蚕種，蚕具を購入し，之れに

要する資金は信用組合より供給し生産繭は販売組合に於

て殺蛹乾繭を行ひ有利の時期に売却せしむるべし．又蚕

病消毒は生産組合に於て器械を設備し之れを貸与して蚕

室蚕具の消毒を完全ならしむべし．かかる経済的設備を

完ふせすして徒らに飼育法のみの改良に熱中する時は得

可き利益を他に奪はれ農家は労して功なきに至るべし．」

③養鶏の奨励「純良なる種鶏を購入して普く種卵を廉且

つ潤沢に供給すべく出来得べくんは共同孵化の方法を設

けて年々補充すべき仔鶏を供給するを要す．而して産卵

及老鶏は共同販売の法に依り日を定めて競売する可し．

然る時は農家は養鶏の利益を覚知し予定以上の増加を見

るに至る事必せり．」

④造林奨励「造林に関する適当なる経営の方法は専門技

術者の設計を受け植栽すべき苗木は村農会管理の下に共

同樹苗園を設定する或は村農会事業として直接経営をな

し年々必要の苗木を廉価潤沢に供給するの計画を立つべ

し．」

すなわち「村農会の活動を図り之れをして各事業の技

術的奨励を行はしめ，産業組合を組織して経済方面の施

設を全からしむるにあり」とあるように農業団体を推進

主体に位置付けていたのである．

Ⅳ．おわりに

本稿は近代日本における中山間地の経済実態の解明と

いう課題に対して日露戦前後の島根県邑智郡田所村，矢

上村，三原村の農家・農村経済を中心に見てきた．結論

から言えば，鑪業（衰退）に関して『農事調査報告書』

は関連する複数の箇所で簡単に触れた程度であった（詳

細は不明）．そして日露戦前後の農家・農村経済は，農業

を基幹としながらも３村は同じ中山間地として一括りで

きない農業構造を有していた．また，農業経営において

表１１ 村別林産物別生産額（円）

田所村 矢上村 三原村

木 材 １，５００ ６０ ９４９

薪 ５，１０３ ４，３６９ ３，２０９

木 炭 ７８０ ４１９ ２，５５０

竹 材 １３６ １２３ ２９

合 計 ８，３５９ ５，６８９ ６，８９４

合計にその他含む。
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養蚕，養鶏，果樹の副業化と多角化が奨励されたが，多

彩な商業的農業の展開（桑，楮・三椏，茶，養蚕，和牛

飼育，紙漉，製茶，製炭等）はいまだ不十分であった．

さらに「米＋和牛＋特産物」の資源利用システムも未成

立で，「米＋α＋兼業（出稼ぎ）」が農家所得の基幹であっ

た．ちなみに兼業（出稼ぎ）に関しては農家・農村生活

の向上にともなって農業（収入）の不利さと農業労働の

重労働性が農家子弟に認識され，職工や出稼ぎの形で農

外に流出する現象もみられた．

最後に残された課題を確認しておきたい．本稿では島

根県『農事調査報告書』１０８冊のうち３冊を取り上げ，生

産面のみを比較検討した．同史料は，農家・農村の生産

から消費までを町村レベルで調査報告されていたので，

同史料群をデータベース化し，その上で町村レベルでの

農家・農村を比較検討することが可能である．それを通

して２０世紀初め（日露戦後期）における島根県の農家・

農村の歴史特性が構造的に解明されよう．

注

１）中国中山間地の農家・農村を対象とした歴史研究と

して，①榎 勇「明治・大正期における島根県の農

業及び農家副業についての若干の考察」（『島根大学

農学部研究報告』第２４号，９０年）と②永田恵十郎

「第５章 崩れゆく地域資源管理原像 四，中国山地

の地域資源管理の原像）」（『地域資源の国民的利用』

農山漁村文化協会，８８年）がある．①は，「明治中期

以降になると，比較的豊富であった畑では，自給作

物である麦や栗，蕎麦等の自給作物に代って，桑や

楮，三椏，茶等が主流を占めるようになっていたし，

又，副業も養蚕，和牛飼育，紙漉，製茶，製炭等々

と多彩に展開されていたが，・・・島根県の中山間

地域の農家の経済構造は，・・・商業的性格の強い

ものであった」（p．７３）としている．また②は，いち

早く現状の中山間地問題に取り組むなかで戦前の中

国中山間地の地域資源管理の原像（水田＋里山＋山

に地目・作目が有機的に結合したシステム成立，農

家がそれぞれに結びつけて米＋和牛＋特産物＜楮，

和紙，大麻，養蚕＞の生産）を抽出したが，実証的

には弱い面が否めない．一方，③筒井正夫「明治前

期中山間地帯の経済構造」（『滋賀大学経済学部研究

年報』第１０巻，０３年）は，静岡県駿東御殿場・小川

地域を事例に，「田・畑・山野と農産加工の内的連関

を形成した自給経済圏」を描き，④山中 進「地域

資源としての農林産物」（山中 進・上野眞也 編著

『山間地域の崩壊と存続』九州大学出版会，０５年）

は，熊本県葦北郡の町村是他から近代の中山間地の

地域資源の利用実態を概観している．

２）続報では１９０６年と１９２８年の田所村『調査書』（２回

目）を通して農家・農村構造の変容を取り上げる予

定である．

３）同研究は，１９６０，７０年代の町村是紹介・運動論的研究

と１９８０年代以降の資料論的研究，消費・生活面他の

比較研究に大きく区分できよう．なお，１９５０年代ま

での研究動向は農林省図書館編「町村是調査」（『農

林 文 献 解 題－農 村 建 設 編－』５７年）が 詳 し

い．１９６０，７０年代の町村是研究には，１．武田 勉「明

治期の農村構造と町村是史料」（『総研月報』第１４１

号，６０年，「明治後期における農家階層の実態」『研

究ノート』第６号，６１年，「明治後期，瀬戸内一農村

における農民層の分化」『農業総合研究』第１７巻第

４号，６３年，武田『農業経済の展開と農業団体』同

著作集刊行会，８８年３月所収），２．大橋 博「明治町

村是と福岡県」（『福岡地方史談話会会報』第４号，６７

年，大橋『地方産業の発展と地主制』臨川書店，８２

年），３．佐々木 豊「村是調査の構造と論理－その調

査様式を中心に－」（『農村研究』第３１号，７０年，

「村是調査の論理構造」『農村研究』第３２号，７１年，

「森恒太郎の村是調査思想」『農村研究』第３５号，７２

年，「村是運動と地方老農層」『農村研究』第３６号，７２

年，「地方改良運動と村是調査」Ⅰ～Ⅳ『農村研究』

第４０，４１，４３，４４号，７５年～７７年，「町村是・県是運動

の社会過程」『農村研究』第４６号，７８年，「大正・昭

和期の町村是運動」『農村研究』第４７号，７８年，「町

村是調査運動の社会理論」『農村研究』第４８号，７９

年，「研究解題地方改良運動と町村是調査」神谷慶治

監修『地方改良運動史資料集成 第６巻』柏書房，８６

年），４．祖田修「町村是運動の展開とその系譜：『興

業意見』から町村是運動へ」（『農林業問題研究』第

７巻第１号，７１年，祖田「町村是運動の展開」『地方

産業の思想と運動』ミネルヴァ書房，８０年所収），５．

高松信清「町村是の『農業経済関係内容目録』」（農

林省統計情報部・農林統計研究会編『農業経済累年

統計第６巻』農林統計協会，７５年），６．木戸田四郎

「県是・郡是及び町村是の策定と農家実行組合」上下

（『研究年報 経済学』東北大学経済学会，第３９巻第

４号，第４０巻第１号，７８年），７．牧野洋一「南九州に

おける郡是・町村是調査書の所在目録」（『社会福祉
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研究所報』第７号，７９年）がある．１９８０年代以降の資

料論的研究には，８．神谷慶治監修『地方改良運動史

資料集成 第６巻』（柏書房，８６年），９．高橋益代

『「町村是」資料について －マイクロフィルム「郡

是市町村是調査資料」解題－』（柏書房，８８年），１０．

中西僚太郎「明治・大正期の農業生産統計としての

“町村是・郡是”資料について」（『史境』第１７号，８８

年），１１．渋谷義夫「明治後期宮崎県における町村是

－宮崎郡広瀬村是を事例とする序説的研究－」（『宮

崎県地方史研究紀要』第２０輯，９４年），１２．佐藤正広

「郡是・町村是資料－その成り立ちと評価」（『郡是・

町村是資料マイクロ版集成』解題，一橋大学経済研

究所附属日本経済統計情報センター編『「郡是・町村

是資料マイクロ版集成」目録・解題』丸善株式会

社，９９年）がある．一方，消費生活面を主に対象と

している研究には，１３．斉藤康彦「明治３０年代にお

ける耕作農民の生産構造と生活状況－神奈川県農村

を素材として－」（『信濃』第３４巻第３号，８２年），１４．

神立春樹「産業革命と地域社会」（『講座日本歴史８

近代２』東京大学出版会，８５年，「明治後期の岡山県

－農村における農村民の生活事情－日本産業革命期

の地域民衆生活の検討－」『岡山大学経済学会雑誌』

第１７巻第１号，８５年，「１９１０年代の山陰一農村にお

ける農村民の生活事情－島根県八束郡『村是』（１９１９

年）による検討－」『同上』第１７巻第２号，８５年，

「大正初期の中国山地農村における農村民の生活事情

－鳥取県日野郡石見村の場合」『同上』第１９巻第２

号，８７年，「明治後期の神奈川県－農村における村民

生活－神奈川県都築郡中川村の『村是調査書』によ

る検討－」Ⅰ，Ⅱ『同上』第２４巻第３号，第２５巻第

１・２号，９２，９３年，神立『明治期の庶民生活の諸相』

御茶の水書房，９９年所収），１５．中西僚太郎「明治末

期茨城県下町村の食物消費量－町村是の分析を通し

て」（『人文地理』第３８巻第５号，８６年，「明治末期

の食料消費量：茨城県の場合」尾高煌之助・山本有

造『幕末・明治の日本経済（数量経済史論集４）』日

本経済新聞社，８８年，「明治末期茨城県下町村の米・

麦消費の地域差の規程要因」『地理学研究報告』第８

号，千葉大学教育学部地理学研究室，９７年，「明治後

期における兵庫県揖保郡の消費生活：兵庫県揖保郡

是町村是の分析」『同上』第１０号，９９年），１６．渡辺

広安「日本資本主義確立期の高知県における農村民

の生活－高知市近郊・朝倉村の場合－」（『岡山大学

日本経済史研究会誌』第１２号，８７年），１７．徐呆呆

「日本の近代化と国民の生活－『町村是調査書』によ

る明治後期・大正初期の農民生活状況の検討－」（『（岡

山大学産業経営研究会）研究報告書』第２４集，８９

年），１８．奥須磨子「東京西郊における農村民の生活

－大正初期の駒沢村」（原田勝正・塩崎文雄編『東京

・関東大震災前後』日本経済評論社，９７年，「大正期

における地方都市近郊農村の食料消費－島根県大庭

村黒田畦の場合」『岡山大学大学院文化科学研究科紀

要』第９号，００年），１９．大川篤志「明治期の鳥取県

における消費生活－郡是・村是資料の整理を中心に」

（『岡山大学大学院文化科学研究科紀要』第１４号，０２

年），２０．尾関 学「フローとストックの被服消費－

明治後期の茨城県「町村是」による分析－」（『社会

経済史学会』第６９巻第２号，０３年），２１．斉藤 修・

尾関 学「第１次世界大戦前の山梨農村における消

費の構造」（有泉貞夫編『山梨近代論集』岩田書

院，０４年）がある．他方，労働・生活その他に視点

をおいた研究には，２２．大門正克『明治・大正の農

村』（岩波ブックレット，９２年，「農民生活の変化：

１９００年前後の日本」歴史学研究会編『講座世界史４

資本主義は人をどうかえてきたのか』東大出版

会，９５年，「農村社会と都市社会」石井寛治他編『日

本経済史２ 産業革命期』東大出版会，００年，「農村

問題と社会認識」歴史学研究会・日本史研究会『日

本史講座８ 近代の成立』東大出版会，０５年），２３．尾

高煌之助・山内 太「大正期農家貯蓄の決定要因－

新潟県蒲原の村是による考察－」（『経済研究』第４４

巻第４号，９３年），２４．斎藤 修『賃金と労働と生活

水準 日本経済史における１８－２０世紀』（一橋経済

研究叢書，岩波書店，９８年）がある．

４）鳥取県の郡別現存状況（実施町村数／町村数）は，岩

美郡１／２７，気高郡１／３３，東伯１／５８，西伯３／４５，日野郡

１０／２９，八頭郡０／３１，合計１６／２２３である（一橋大学経

済研究所附属日本経済統計情報センター編『郡是・

町村是資料マイクロ版集成目録・解題』丸善，９９

年）．

５）『島根県農会報 臨時増刊 島根県農会第一期沿革』

（１９０４年７月刊）「町村是を確定し他日郡是ノ資料ニ

供スルノ目的ヲ以テ明治三十三年度初メテ該費目ヲ

予算ニ編入シ同年度末担任技術員ヲ招聘シ同年三十

四年度ヨリ調査着手セシメ其結了セル町村ニ対シテ

ハ村是事項ノ遂行ヲ督励セシム」（下線，筆者）p．２４．

また『島根県農会報』第３８号（１９０６年６月号，p．９）

には「○農事調査 村是模範地并農事調査第一着手

５６ 島根大学生物資源科学部研究報告 第１１号



として八束郡農会に諮り忌部村を指定し七月中に調

査結了を告けんと云ふ」とある．

付記：平成１４～１７年度科学研究補助金基盤研究 B「中山

間地における地域形成とその歴史的特性に関する総合研

究」（研究代表者：竹永三男）の成果の一部である．
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